
参考－２

国土開発幹線自動車道の法的手続

※２）高速自動車国道法等の改正(平成１５年５月１２日施行)に基づき位置付け

道 路 整 備 特 別 措 置 法

（昭和３１．３．１４）

国土開発幹線自動車道建設法

（昭和３２．４．１６）

高 速 自 動 車 国 道 法

（昭和３２．４．２５）

国　　会 内　閣・審議会

告 示

告 示

路線の指定

第４条
（国土交通大臣政令立案）
１．路線名
２．起終点
３．重要な経過地
４．その他必要な事項

議　　決 議　　決

予 定 路 線
（運輸･建設両大臣が決定）
１．路線名
２．起終点
３．主たる経過地

第３条

基 礎 調 査

第１０条

予 定 路 線
（法定）
１．路線名
２．起終点
３．主たる経過地

第３条

基本計画

第５条
（国土交通大臣が決定）
１．建設線の区間
２．建設線の主たる経過地
３．標準車線数
４．設計速度
５．道路等との連結地
６．建設主体

第５条

国 幹 会 議
（議案第１号）

国 幹 会 議

新直轄方式による整備

第６条
高速自動車国道の新設・改築
・維持・修繕等は国土交通大
臣が行う

※１

施行命令
（国土交通大臣）
日本道路公団に高速自動車
国道を新設または改築し、
料金を徴収させる

第２条の
２

整備計画

第５条
（国土交通大臣が決定）
１．経過する市町村名
２．車線数
　（区間毎に明らかにする）
３．設計速度
　（区間毎に明らかにする）
４．連結位置及び連結予定施設
５．工事に要する費用の概算額
６．その他必要な事項（工事の
　　施行、施行主体など）

国 幹 会 議
（議案第２号）

工事実施計画
（日本道路公団）
１．路線名及び工事の区間
２．工事方法
３．工事予算
４．工事の着手及び完成年
月日

第２条の
３

工 事 着 手

※１

※1

※１
国幹会議の組織は
会 長：委員の互選
委 員：衆議院議員　６名
　　　 参議院議員　４名
　　　 学識経験者１０名（以内）

　である。

※２


